
令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（経済産業省 中小企業庁 事業環境部 金融課、経営支援部 小規模企業振興課） 

項 目 名 東日本大震災に関する特別貸付けに係る消費貸借に関する契約書の印紙
税の非課税の延長 

税 目 
印紙税（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す
る法律第 47 条第 1 項、同法施行令第 37 条第 1 項第 3 号・第 4 号・第 5
号、第 2項第 2号・第 4号・第 6号） 

要

望

の

内

容 

【株式会社日本政策金融公庫等に係る措置】 
 
（措置対象） 
東日本大震災により被害を受けた中小企業者等 
 
（措置内容） 
株式会社日本政策金融公庫等が東日本大震災により被害を受けた中小企業者等
を対象に、特別貸付けを行う場合の印紙税を非課税とするものであるが、
「「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針
（令和７年６月 20日閣議決定）」を踏まえ、当該適用期限を５年間（令和 12年
度まで）延長することを要望する。 

 

 平年度の減収見込額  －  百万円 

(制度自体の減収額) (  －  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  －  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

東日本大震災により被害を受けた中小企業者等に対して、株式会社日本政策
金融公庫等が「東日本大震災復興特別貸付」等による資金繰り支援を行うこと
等で、被災中小企業者等の資金繰りの円滑化及び事業の復興を支援する。 

 

⑵ 施策の必要性 

令和７年６月 20 日に閣議決定された「「第２期復興・創生期間」以降におけ
る東日本大震災からの復興の基本方針」において、株式会社東日本大震災事業
者支援機構や産業復興機構による二重ローン対策については、金融機関等と連
携し、支援決定した事業者の再生に全力で取り組むこととされたところ。ま
た、グループ補助金に関連する貸付制度については、引き続き、独立行政法人
中小企業基盤整備機構、被災各県等と連携し、返済に関する相談や償還猶予の
申請に対して、被災事業者に寄り添いつつ、柔軟な対応を行うよう取り組むこ
ととされている。 

 

 東日本大震災により被害を受けた中小企業者等の事業の復興を支援するに
は、引き続き、被災地域の事業者の負担軽減を図り、個別の中小企業の復興状
況にあわせて、被災地の資金需要に適切に応えていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

２４－１ 



今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

７．中小企業の発展 

政 策 の 

達成目標 

株式会社日本政策金融公庫等が東日本大震災により被害を受け
た中小企業者等に対して、必要かつ十分な特別貸付け等を行うこ
とにより、当該中小企業者等の資金繰りを支援する。（指標：貸
付実績） 

 

租税特別

措置の適

用又は延

長期間 

令和 8年 4月 1日から令和 13年 3月 31日まで（5年間） 

 

同上の期

間

中 の 達 成 

目 標 

 
株式会社日本政策金融公庫等が東日本大震災により被害を受けた
中小企業者等の資金繰りを支援する。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
株式会社日本政策金融公庫等が東日本大震災により被害を受けた
中小企業者等の資金繰り円滑化に寄与している。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

○令和 8年度適用件数見込み 
  1件／事業年度（中小企業事業） 
 26件／事業年度（被災中小企業施設・設備支援事業等） 

要望の措置

の効果見込

み(手段と

しての有効

性) 

非課税措置の適用により、東日本大震災により被害を受けた中小
企業者等の租税負担の軽減が見込まれる。 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
① 令和 8年度予算要求（経産省計上分） 
（東日本大震災復興特別会計） 

 ・株式会社日本政策金融公庫出資金：10,000千円 
 
② 令和 8年度予算要求 
 ・中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（グループ補助

金）：606,093千円 
 

 

上記の予

算上の措

置等 と

要望項目

と の 関 係 

 
上記①の予算上の措置等に基づいて、株式会社日本政策金融公

庫等が、東日本大震災により被害を受けた中小企業者に対して、
「東日本大震災復興特別貸付」による資金繰り支援を行ってい
る。 
また、上記②の予算上の措置は、被災事業者の施設・設備の復

旧にあたり 3/4 を補助するものであり、被災中小企業施設・設備
支援事業は当該補助事業の自己負担分に係る貸付となっている。 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 
当該措置は、東日本大震災の被災者等に対する印紙税の負担軽

減を図る上で有効な措置である。また、非課税対象も東日本大震
災に関する特別貸付け等に限定されていることから、必要最低限
の特例措置であり、妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
○平成 23年 3月 11日以降の減収額（推計） 
 
減収額（推計）                  （単位：件・百万円） 
 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 
適用件数 6,513 2,449 1,989 1,402 1,043 
減収額 367 136 110 76 59 
 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 
適用件数 1,153 554 211 85 76 
減収額 66 30 11 4 3 
 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 累計 
適用件数 37 14 13 9 15,548 
減収額 1 1 0 0 864 
（※1）日本政策金融公庫中小企業事業、商工中金及び支援事業に係る

ものの合計額 
（※2）H23年度実績には、H23年 3月 11日～3月末までの実績を含む。 

 

租特透明

化法に基

づ く

適 用 実 態 

調査結果 

－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段とし

て 

の有効性) 

非課税措置の適用により、東日本大震災により直接・間接の被害
を受けた中小企業者等の租税負担の軽減に寄与した。 

前回要望時 

の達成目標 

株式会社日本政策金融公庫等が東日本大震災により直接・間接の
被害を受けた中小企業者等に対して、必要かつ十分な特別貸付け
等を行うことにより、当該中小企業者等の資金繰りを支援する。
（指標：貸付実績） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

－ 

これまでの 

要 望 経 緯 

本措置は、東日本大震災の被災者等の負担の軽減等を図る目的
で平成 23 年 4 月に成立した「東日本大震災の被災者等に係る国税
関係法律の臨時特例に関する法律」が施行される際に、令和 3年 3
月末を期限として措置された。 
令和 3 年度税制改正においては、令和 3 年 3 月末となっていた

期限を令和 8 年 3 月末まで延長すること要望し、要望どおり延長
された。 
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